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                                  2023.5.8 

 

１．申請前の確認事項 

中小企業庁資料の「税制措置・金融支援活用の手引き」、「税制措置の対象設備に関する留意事項」、

「中小企業等経営強化法における経営力向上設備等に関する税制措置に係る工業会証明書の取得

の手引き」および「認定経営革新等支援機関一覧」等は必ず参照してください。 

・設備の種類によっては、税制上の優遇措置の対象から除かれるものがあります。設備メーカは、

事前に税理士に確認するなど、対象設備に該当するかどうかの確認をしてください。 

・本税制の対象となる生産設備とは、製造業を営む法人の工場、小売業を営む法人の店舗又は作業

場などのように、その法人が行う生産活動、販売活動、その他の収益を獲得するために行う活動

の用に直接供される減価償却資産で構成されるものをいいます。 

・設備メーカにおかれては、工業会等が必要と判断した根拠資料の提出や合理的な説明がなされな

い場合は、証明書は発行されませんのでご留意ください。 

 

２．申請する設備の種類・細目 

・器具備品の事務機器及び通信機器は、電子計算機、テレタイプライター、ファクシミリ、インタ

ーホン、放送用設備等をご申請ください。 

・医療用機器は、心電計、脳波計、生体現象測定装置、生体情報モニタ、超音波画像診断装置、血

圧計、AED 等をご申請ください。 

・太陽光発電設備について、全量売電の場合には、電気業の用に供する設備になると考えられます。

電気業については中小企業経営強化税制の指定業種に含まれておらず、対象となりません。 

・娯楽業につきましては、映画業を除き対象となりませんのでご注意ください。 

・経営力向上計画の認定対象となる設備は、経済産業省令で生産性向上に資する設備として定めら 

れたものが対象となります。他方で、固定資産税の特例の対象は別途、地方税法で規定しており、

その対象はかならずしも一致しないことがありますので、市区町村でご確認ください。 

 

３．設備の取得時期 

 中小企業経営強化税制においては、「経営力向上計画」の認定後に設備を取得することが原則必須

です。経営力向上計画申請時に必要な工業会証明書の取得は、時間的余裕をもってご申請ください。 

 

４．中小企業等経営強化法に基づく税制措置についてのご質問 

ご質問がある場合は、下記にお問合せください。 

中小企業税制サポートセンター TEL 03-6281-9821（平日 9：30－12：00、13：00－17：00） 

５．申請者 

申請者は、当該設備の要件について正確な記載ができる設備メーカです。 

 

６．請求書宛先と証明書返送先について   

申請者のみとさせていただきます。 

７．様式１、様式２、その他エビデンス(説明)資料等 



  空欄、未記載、白紙、印刷方法（片面）、資料解像度不鮮明など、提出要件を満たさない状態で申請

をされるケースがあります。 

「記入例」を参照いただけば、解決できるケースが多いため、空欄、未記載、白紙、誤記、印刷方

法の相違等について、申請前に十分ご確認ください。 

何れかに該当する場合は証明書の発行はできませんのでご注意ください。 

 

８．2 回目以降のエビデンス資料 

  年度が替わりましたら省略せず、新規同様に同封してください。 

同機種の申請の場合には、先に発行された際のエビデンスの該当部分をご提出ください。 

その際、解像度が鮮明なものを同封してください。 

 

９．証明書発行申請書類 

以下の書類等を確認してください。 

① 証明書発行申請書（※） 

② 様式 1 （両面印刷） 

③ 様式 2  

④ エビデンス資料（日本語） 

    “検索可能な公開されている「カタログ」、「パンフ」類” 

（ホームページ（HTML,PDF）掲載されているもの⇒プリントアウトして同封要） 

“一代前・当該の型式の連続性“のわかる資料 

“「機能」ではなく、「性能」を比較して 1％以上向上すること“のわかる資料 

⑤ 返信用封筒（切手貼付の上、宛先を記入してください) 

  

 ※申請書に記載いただく方は、様式 1、様式 2、エビデンスについて説明できる方に限ります。 

  当会が必要と判断した根拠資料の提出や合理的な説明ができない場合は、証明書は発行いたしま 

せん。 

 ※申請書等の各書式は、都度ご確認ください。中小企業庁ホームページは予告なく更新されるため、 

当会においては随時更新を行う場合があります。予めご承知おきください。 

 

10．その他 

  過去発行分において発行手数料等の入金確認ができない場合、その後の証明書発行はいたしません。 

  発行後、各種要件を満たさないことが判明したときは、証明書発行を取り消す場合もございます。 

提出の際は、時間的余裕をもってご申請ください。 

提出要件を満たさない状態かつ提出期限を理由にした緊急発行依頼については公平性の観点から 

お断りしております。 

 

以上 

                                                  


